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f三HI学会雑誌」70巻 3 号 （1977年6 月）

し L . バシネッ.アイ

r成長と所得分配』

経済成長理論，資本理論，所得分配理論の分野にわ 

たって，長いあいだ，いわゆる新古典派対新ケインズ 

派の瑜争が続けられてきた。本書において著者は， リ 

力一ドおよびケインズの経済学の総合と見なされるぺ 

き一つの経済模型を提示することを通じて，一般均衡 

分析の有用性を否定し，所得分配の服界生産力説を棄 

却することを企てている。

本書に収められた六つの論文のうち，Hiー享，第三 

章，第l i 章に当てられて'いるものは，既 に 0/ 
Economic S t u d ie sその他の雑誌に掲載せられた周知 

の論文である。これらを，新しく書かれた二つの室で 

骤ぐことによって，箸者は，これらに統一を与ようと 

している。最後の第六為まは，第五麽の所説に対する批 

判に応えて書かれた享であり，当然，本書の中で最も 

論争的である。

バシネッティが限界生産力説に代えて擁立するのは, 

利潤率が，生産技術の条件からtよ独立に，資本蓄積率 

と資本家の貯蓄率とによって決定せられるという，所 

謂新ケインズ派の所得分配理論である。その核心は， 

r を利}i i 率， どを資本蓄猜率， を資本家の平時貯蓄 

性向とするとき， r  ニ g i s c という公式によって表わさ 

れる。資本家階級が貯蓄をし，したがって資産を蓄積 

して利潤の分配に与る一方，労働者階級は貯蓄をせず, 
したが，:>て資産の蓄積もなく利潤の分配に与りもしな 

いという，イギリス古典派，々ルクス，カレツキ，ジ 

ョーン，ロビンソンぎの想定する経済て:は，貯蓄投資 

の均衡を通じて上述の関係が成り立つことは，明らか 

である。バシネッチィは，労働者階級も貯蓄を行ない， 

しす̂ がって利潤の分配に与る経済でも，この関係が成 

り立つことを示し，この新ケインズ派所得分配理論の. 
基本命題が，如何に一般的であるかを説こうとしてい 

る。しかしその所論が，パシネッティの特別な恒常状 

熊の仮定に立脚していることに注意しなくてはなら'な 

ぃ。

時問を通じて平i自利潤率が- ^ 定であり，経済の総資 

本ストック量と総鹿出量とが，互いに等しい，かつ時’ 

間を通じて一定の成長率で成長しM けるというのが， 

通常，恒常状態の臣視経済学的な定義の要件である。

これに加えて，労働者および資本家の二階級が存在し， 

各階級の蓄お 1 する資産が，冗いに等しい，かつ'時問を

通じて一定の成長ポで成長し続け:^という耍件を満た 

す状態が，バシネッティの恒常状態である。このよう 

な要件が附加せられるべき理由は，賞金および利潤と 

いう所得範晴問の分配より' は，むレろ，労働者および 

資本家という社会階級間の分配に，著者が関心を抱い 

ている処にある。

恒常状態に限定せられる所得分配理論にどれほどの 

妥当性を認め得るか，考えなくてはならない。し力、し， 

その点はさて措くとしよう。いま，特に各階級の資 

が蓄積せられる様態に着目すると，恒常状態を次のH  
つに類別することができる。労働者階級のみについて 

資産の保有およびその蓄積を無視し得るもの，資本家 

階級のみについて資産の保有およびその蓄積を無視し 

得るもの，労働者，資本家，雨階級について資産の保 

有およびその蓄積を無視し得ないもの，以上の三類型 

である。第一類画は，労働者階級が貯蓄を行なわない 

という, カレツキ，ジ g —ン.ロビンソン等の場合に 

'対応している。これについては，新ケイシズ派の公式， 

r ^ g l s c が成り立つことが明白であるのは，旣に指摘 

した通りである。ノンンネッティは，労働者階級の貯蓄 

とその保有資産の成長とを無視し得ない場合へ，新ケ 

インズ跟の公式を適用し得る範回を拡張しようとして 

いるのであるから，第二，第三類型が考えられなくて 

はならない。また, この著者は，資本家階級には賃金 

所得が無 '̂ 、ことを前提としているので，第二類盛は， 

所得分配の問題に資本家が全く関与しない場☆に帰參 

する。したがって，当然，所得の階級間サ配に関する 

理論であるバシネッティの原理を,第二類型に適用す 

ることはできない。結局,バシネッティの理論にとっ 

て21要であるのは，第三類型である。

著者は, 第二類型と対比して第三類型が，所得分配 

理論一般において，格段にま要であると主張する。そ 

の根拠は，経済の譜特性値，特に，労働者階級の貯蓄 

率，資本家階級の貯蓄率，様々な生産技術係数が，第 

三類型の恒常状態の存在を保証する値の組み合せにな 

る確率の方が，第二類型の恒常状態、の存在を保諷する 

値の組み合せになる確率より大きいととである，と言 ‘ 
う。しかし，この，確举の大小関係に関する判断がど 

のような確率;输的根拠に基づくものであるか，明らか 

にせられていない。たかだか，諾特性値に関して，そ 

，れぞれの恒常状態の存在を保諷する値の施Piの大小が 

考慰せられているにすぎない。数学上，測度論と呼ぱ 

れる分!0]̂ の成果を援Hiするまでもなく，このような大 

小閲係のみから，上述の確率の大小関係を推論し得な
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いことは，明白である。更に，恒常状態の存在を保証 

する条件は，決して，その実現を保証する条件ではな 

いことも，考えておかなくてはならない。第三ぽ型は 

第二類型よりも重要であるとする著者の根拠は脆弱で 

ある。

一層重大な誤■ は，第二類型と第三類型の対立が， 

所得分配の限界生ま力理論と斩ケインズ诚理論の対立 

に照応していると見なされている点にある。第三類型 

に法目したのが新ケインズ派の立場を採る著者であり， 

第二類型の存在することを指摘したのが限界生産力説 

の立場を採るサミュユルソン等であったとは言免，こ 

の二つの二者対立は決して照応するものではな、、o 勿 

論，階級対立の存在しない第二類型について，階級間 

分配の理論であるバシネゾチィの原理が成立すると考 

えることはできない。し力、し，第El類壁の恒常状態の 

存在と限界生産力理論の諸関係の成立とは，両立し得 

るのである。

集計的な社会的資本ストゾクの増加分に対する集計 

的な社会的純生産物の増加分の比が社会的平均利潤ギ 

に參しいという巨視的な限界生産力説命題を，パシネ 

ダチィは批判の対象としている。しかし,第三類型を 

採択し第二類塑を棄却すべきであるとする著者の所論 

は，結局のところ，経済を自働的あろいは強制的に一 

つの恒常状態へと調整せしめる時に，利子率の変化に 

呼応して也じる資本産出量比率の変化に依存すること 

はできず，所得分配の変化を通じて生じる社会的平均 

貯蓄率の変化に依存せざるを得ない，ということを主 

張するものであって，これは，巨視的限界生産力説命 

題を否定する根拠としては不十分である。その上，臣 

視的限界生産力説命題に対して, 各生産要素-^単位当 

りの報酬はその生産要素の限界価値生産力に-等しいと 

いう，微視的服界生産力説命題がある。限界生産力説 

の巨視的命題を杏定し得たとしても，そのこと!！体は, 
微視的命題を召 定̂する根拠とはならない。ぎ実,限界 

生産力説の巨視的命題には，擬議を挟む余地が大いに 

有る。その一般的妥当性を否定することは正当である。 

しかし，著者は, との命題を，誤った根拠に基づいて 

否定している。また，との命題の一般的妥当性を否定 

することによっ七，限界生産力説一般を否定するとい 

う誤譲に陥っている。 ぅ

パシネツチィの逝論は，新ケイシズ派の公式が初め 

て明示せられた力レツキの® 論と箸しい対照を成す。

力レツキにおいては，動態経济において短期的に成り 

つ関係が取り扱われていたのに対して，パシネッチ

ィにおいては，恒常状態という擬似動態経済において 

長期的に成り立っ関係が取り扱われている。元来，動 

熊経済の短期に関わる問題が，ケインズおよび斩ケイ 

ンズ派の主襄な関心事であった。プ と い う 新 ケ  

イズ派の公式も，一っの短期的な関係として発見せ 

られたのであった6 パシネタティは，この公式が貧金 

からも貯蓄が行なわれる場合においても成立すること 

を論証するのに成功したとはいえ，他面において，恒 

常状態から逸脱したま動する経済が理論の適用範囲か 

ら脱落するのであるから，.バシネッティの所得分配理 

論は, 従来の新ケイシズ派所得分配0 1論とは異質のも 

のであると考えなくてはならない。グニg / ’《c という公 

式のこのような変質は，現代の一般均衡分折に関する 

著者自身の批判を考え併せると，奇妙である。

一般均海分折に関する方法論上の論譲には後に言及 

することとし，ここで，バシネッティ理論につ、て更 

に二っの問題点を指摘しておく。一っは，新ケインズ 

派の公式が成り立つ時，利潤率は，生塵技術の条件如 

何とは無関係に定まる，と主張せられている点である。 

確かに,この公武は生産技術に関する特性値を含んで 

いない。しかし，賃金稼得者の資産蓄積を無视し得な 

い時, この公式が成り立っか否かは，言い換えれば, 

第^ ^類型の恒常状態が存在するカ、否かは，実は生産技 

術の条件に依存している。このことは，第三類醒の恒 

常狀態が存在するか杏かが，バシネッチィの不等まと 

呼ばれる， または， が恒常状態 

において成り立つか否が!^こ依存することを考えれぱ分 

る。ここで， は労働者階級の蓄率， は資本家 

階級の貯蓄率， / は投資支出総額，P は利潤所得総額， 

Y は国民所得である。K を^||計的資本ストック量とす 

れぱ，T / Y = g K / Y ,  P I Y = r K I Y であるから，著者に 

従って，労働者階級の貯蓄率s m 資本家猎級の貯蓄 

率5 c , 資本蓄續率ぶを.理論の与件とすれぱぃパシネ 'ッ 

チィの不等式が成り立っか否がは，資本産出量比率の 

变化と利潤ポの変化とがどのように対応するかに依存 

する。その意味力, 第三類型の恒常状態が存在するか 

否かは，生産技術の条件に依蒋するみである。

もう一*っは，新ケイシズ派の公式は，利潤举が資本 

菩積率と資本家階級の貯蓄性向とのみによって決定せ 

られる，と主張せられている点である。こi t は，利潤 

率の決定において，資本家階級が主導的な立場に在る 

という意味に解され勝ちである6 しかし，パシネッチ 

ィの理論において資本家階級とは，単に,利潤以外の 

所得を稼得しない階級に過ぎない。投資決意の主体，
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あるいは，投資に伴う危除の負担者としての資本家の 

機能が，理論の中に取り入れられているとは言えない。 

労働者階級の資産菩糖を無視し得ない場合にも新ケイ 

ンズ派の公式が成り立つと言うバシネタティの帰結は， 

このような資本家の機能とは無関係である。資本蓄積 

および所得分配の決定こおいて資本家隋級が主ぎ的な 

立場にある，というのが新ケインズ派の他界像である。 

しかし，パ'ダネッティの理論は,このような世界像に 

理論的な根拠を与えるものでもなけれぱ，また，それ 

を前提とするものでもない。世界像と理論との，この 

ような関係は，マルクスに.おける,労働者階級の摔取 

力'i行なわれているといd 資本主義社会の世界像と，労 

働価値決定の理論との関係に似ている

方法論上，著者は，一般均衡分析は無用であると述 

ぺている。一般均衡分析の概念が，経済諸変量の相互 

依存関係を一'^の多元連立方程式系によって把えるこ 

とを通じて諸变量の決始を分析する方法という意味の， 

広義に解せられるのであれぱ，著者の立場は矛盾して 

いる。本書第一章のリ力ニ ド体系を表す数式は，取不 

直，そのような連立方程式系を構成するからである6 
一般均衡分析- 用論の別の意味が，本書の中に見出だ 

されなくてはfjCらない。この問題について,著者の論 

述が適切であるか否かは別として,本唐から読み取ら 

れる箸者の論点ゆニつある。第一^に，経済学者が連立 

方程式系によゥで経済摸型を構築' • るなら,相互依存 

関係の一般性を追究することより，むしろ，連立方程 

式系の可分解性を追究することによってこそ，経済の 

仕組は解明せられる，という論点であり，第二に，個 

別経済単位の行動に関する微视経济学的分析は，経済 

学の主要な課題にとって，附随的なものに過ぎない， 

という論点である。

ある一*組の連立方程式が，それに含まれる未知数り 

一部について, 残りの未知数が関係する方程式を無視 

して解かれを時，その連立方程武は可分解であると言 

う。この時>• 未知数の一部が,残りの未知数を親定す 

る諸条件とゆ独立に決定せられることになる。例えぱ， 

リカ一ドおよぴスラジファの伽格方程式は，実質貧金 . 

率を所与とずると，利潤率および基礎生産物の伽格が， 

残りの生産物の価格が関係する方程式を無視して決定 

せられるから, 可分解な述立方程式系を携成する。未 . 
知数の順序を然るべく定めて，最初かち何番目までの 

未知数をとっても，それらについて，残りの未知数が 

関係する方程式を無視して解が求められるのが，，極端 

なチ易合である。この時，述立方程式に含まれる方程式

を一度に一つ宛用い，然るべき順序に従い，未知数を 

一つ宛，順次に解、、て行くことができろ。货幣需要量 

が利子率のみの函数であり，投資の限界効率が投資支 

出のみの面数であり，消費需要量が国民所得のみの函 

数であり，雇用量が® 民所得のみの函数である，最も 

禅純なケィンズ模型経済を表す迪5：£方式系は，極端に 

可分解な例である。この模型では，貨流通量を所与 

として，利子率，投資ま出額，国民所得，雇用量が， 

との順序で，順次に解かれる。

一経済内の相；5:依存関係を表す連立方程式系に，こ 

のような意味の可分解性をどの程度認め得るかを探究 

することは，経済機構を解明する上't? , 確かに有用で 

ある。前提が同程度に一 般̂的であるなら,.出来る限り 

帰結を特定化することが，科学的認識の内容を晝かに 

する所以だからである。相互依存関係をます連立方程 

式がどのように分解せられるかを明らかにすることは, 
相互依存闕係を特定化することに他ならない。

パシネッチィは，可分解な連立方程式系を，因果関 

係を規定する方程式系と呼び，一般均衡関係を規定す 

る方程式系に対置している。これには語弊がある。確 

かに，可分解な連立方程式系においては，未知数が， 

然るべき順序に従って順次に解かれる。しかしその順 

序【み評算の使宜から定まるものであり，未知数をそ 

の順序に従って確定すべき識理的必然性は全く存在し 

ない。また，その順序が原因結果の順序に照応すると 

断定することは，単 ic連立方程式系がどのように分解 

せられるかを明らかにすることのみに依っては，不可 

能である。財政支出の増加，公定歩合の引き下げ等の 

择済政策上の原因が，H 民所得，雇傭，物価などにつ 

いてどのような結果をもたらすかを明らかにしようと 

する時，一般均衡分析と比較於学分析の方法は，誤っ 

ナこ経済政策の立案を導き兼ねないとする考えがある。 

因果関係と一般均衡関係に関する著者の見解は,この 

ような， 般均衡分析，比較静学分析に対する疑惑を， 

莫然と指し示しているものと解釈する方がよい。では， 

それに代る分析方法はと言うと，それが本書において 

提示せられているわけではないのである。

個別経済単位の行動に関する微視的分析が経済学の 

主要な課題と成り得るか，と言う問は，我々の知性に 

訳えて答を確定し得る糖類の問ではない。しかし，少 

なぐと.も微視的分析が，巨視的諸関係の発見に重耍な 

手髓りを与えると言うことができる。これは,巨視的 

な関係多く力V 微視的な関係の顔推によって得られ 

たことをJ Iれぱ, 十分明らかである。
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書

このように,本書における箸者の限界生産力説批判 

および-」般均衡分析批判は多くの難点を含んでおり， 

決して成功しているとは言えない。しかし，第一章か 

ら第五室までで， リカード，ケインズ，新ケインズ派 

の系列を明らかにしようとする見解は極めて興味深い。 

特に, ’ y カー.ド経済学の体系を一連の速立方程式によ 

って表しその帰結を检討しようとする第一享は，既に 

定 評 あ る 文 で あ る 。綠じて，著者の输旨は明解で 

分り易い。所謂ケムプリッジ論争における一連の問題 

の根源を理解する上で，極のて有用な一書である。

PL. L. Pasinetti, Growth and Income Distribution. 

E ssays in Economic Theory (London: Cambridge 
Universty Press, 1974), pp. X + 1 5 1 ,£  4.00〕

神 谷 傳 造 （経済学部教授)

評

満州移民史研究会編 

『日本帝国主義下の満州移民』

，’ ■ ■
戦前の日本資本主義達おを，朝鮮，台湾，撑太,. 

満州（ぃずれも当時の呼称）等にたいする植民地支配を 

も考察の対象範囲に含めて把えなおすという作業が, ’ 
この数年間さかんになっているb 浅田喬ニ氏の一連の 

労作( J日本帝国主義と旧植民地地31制J ClS681j^ )と6•日本帝 
国主義下の民族革命運動J (1973年)〉や小林英夫氏の大箸 

(『[■大東亜共栄圏Jの形成と崩壊』（19?5年)）は，P本帝国 

主義支配下の植民地にかんする従来の歴史研究の水準 

を数段高めたが，そめはかにも多数の研究者が，とく 

に若手を中心として，クぎつぎに論文を発表している。

これらの研究が，日本? :現在，ァジァの近隣諸®に 

たいして新しい複雑な形態で経済的支配を遂行レつつ 

あること，そして，そのテンポがますます加速化され 

ていることにどう対効fすべ:きか，という，すぐれて今日 

的問題関心に裏付けされていることははぽ間違いない 

だろう。公然たる「大束蓝軌争J 肯定論や軟記ものを 

はじめ，満州移民回顧録や移民体験記が，過去を美化 

しやすいという人間の性向に拍車をかけられて，書店 

の棚を飾る度合いもまたここ数年のあいだに驚くはど 

增加しているなかで，これらに真に対特^できる満州移 

民史研究書の刊行が待たれていた。本書はまさにとの 

ような期待に応えるものであり，[日帝の植民地支配 

を積極的に評価しようとする帝国主義的植民地史観に

对しズは科学的な植お地像を対置し，とれと学問的に 

対決しなけれぱならないJ (はしがき）という目的をも 

って書かれたものである。

移民史研究のよタな多岐にわたる問題をふくむ®f究 

分野では共同研究がどうしても必要とされる力％ 本書 

は浅田，小林両氏をふくむ7 名からなる r満州移民史 

研究会J の三年余の共同討譲と研究の結晶であ:り，700 

頁余からなる大冊である。研究会員が分担し研究*執 

鎭した課題はつぎのごときものであり，満州廣業移民 

史の重要な課題が達0 に選択されてぃる。

第 1 章満州農業移民政策の立案過程（浅田喬ニ）

第 2 享満州廣業移民関係機関の設立過程と活職状 

況 （君島和彭 

第 3 章農村経済更生計画と分村'移民計画の展開過 

程 （抽木驗一）

第 4 章こ日本ププシズムと満州分村移民の展開（高 

插泰隆） * •，.
第 5 章：満州農業移民の営農庚態（小林英失〉

第 6 章満州における朝鮮人移民 (依由塞家）

第 7 享’日本帝国主義め満州侵略と反満抗日闘争 

(旧中恒次郎） ■

共同研究は元来，個々の研究者の異なる間題関心や 

方法論，全体の課題分担とその相互速ぽとぃった点で 

実行上には多くの困難な点があり, 単なる論文集に料; 
るということも従来ありがちなことであつた。本書は， 

移民史全体の把握の視点，移民政策推進主体め認識, 
移民政策実施の時期区分と各段階における政策の特徵 

づけ參々の点で，jfeニもi 共通認識が成立しており， 

充分な共同討論がおこなわれて問題が煮つめられたこ. 
とを反映している。こ.の意味で, 本書は実i t的な共同 

研究の成果であると評価してよいだろう。ただ,そこ 

に問題がないわけ'ではない。以下，各章毎に検討して' 
いこう。

... .

第--章 (浅旧）は，満州農業移S 政策の立案過程を，

.第二章; （君島）は，そのE 策の実施を促進した各德移 

民促進機関の説立過程を詳細に追跡して，本書全体の 

土台を集いている。およそ従来研究蓄積の乏しぃこの 

ような分野を開拓するには,基礎ま実の確定が何より 

もまず不Tit欠で'あるが，これら双方の章とも性急に 

r s i i j化j することを禁欲しつつ，今まで，入手困難だゥ 

た未公開資料を多数利用して,労の多い作業をおこな
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